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一般会計
（歳入）

２６.３％

歳入総額　２８３億３,９９８万円

３０.８％

１２.８％

県支出金
６.８％

国庫支出金
４.２％

１９.１％

市の事業に対
する国や県か
らの補助金

市税
　市民税や固定
　資産税など

地方交付税
　全国の市や町の行政サービ
　スに差が出ないようにする
　ための国からの交付金

市債
　道路などを造る
　ための借入金

その他
　繰入金や繰
　越金など

平
成　

年
度

１９

決
算
の
概
要

　

平
成　

年
度
の
市
の
決
算
が
確
定
し
、
９
月
の
市
議

１９

会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。　

年
度
決
算
ま
で
は
、　

月

１８

１２

の
市
議
会
で
の
認
定
で
し
た
が
、
本
年
の
決
算
認
定
は

９
月
に
変
更
し
て
行
わ
れ
ま
し
た
。
こ
の
時
期
に
決
算

が
確
定
で
き
る
と
、
決
算
の
状
況
を
踏
ま
え
、
次
年
度
の

当
初
予
算
を
組
む
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

決
算
は
、
１
年
間
に
ど
の
く
ら
い
お
金
が
入
り
（
歳

入
）、
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
く
た
め
、
ど
の
よ
う
に

使
っ
た
（
歳
出
）
か
を
取
り
ま
と
め
た
も
の
。
決
算
を

す
る
こ
と
で
、
市
の
財
政
状
況
の
分
析
が
で
き
ま
す
。

今
回
は
、
確
定
し
ま
し
た
平
成　

年
度
決
算
の
概
要
に

１９

つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

歳
入
は
、
一
般
会
計
で
２
８
３
億
３
９
９
８
万
円
、
そ

れ
に
特
別
会
計
と
企
業
会
計
を
合
わ
せ
た
市
の
歳
入
総

額
は
５
２
７
億
７
７
２
万
円
。
歳
出
は
、
一
般
会
計
で

２
６
９
億
５
８
２
２
万
円
、
そ
れ
に
特
別
会
計
と
企
業

会
計
を
合
わ
せ
た
市
の
歳
出
総
額
は
、
５
１
３
億
８
５

６
３
万
円
と
な
り
、
予
算
に
対
す
る
執
行
率
は　

・
７�
９３

で
し
た
。
ま
た
歳
入
と
歳
出
の
差
し
引
き
額
は
、　

億
１３

２
２
０
９
万
円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。

□
問
い
合
わ
せ　

財
務
課
財
政
係
（
内
線
３
５
２
）

　

一
般
会
計
の
歳
入
歳
出
差
引
額
は
、　
１３

億
８
１
７
６
万
円
で
、
平
成　

年
度
へ
予

２０

算
を
繰
越
し
た
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ
整
備
事

業
な
ど
に
か
か
る
財
源
２
億
２
１
３
７
万

円
を
差
し
引
い
た
実
質
収
支
額
は
、　

億
１１

６
０
３
９
万
円
の
黒
字
で
す
。

　

歳
入
で
は
、
地
方
交
付
税
が　

億
２
５

８７

１
２
万
円
で
歳
入
総
額
の　

・
８�
を
占

３０

め
、
市
税
が　

億
４
２
８
３
万
円
（　

・

７４

２６

３�
）、
借
金
で
あ
る
市
債
は　

億
３
８

３６

６
０
万
円
（　

・
８�
）
で
し
た
。

１２

　

そ
の
ほ
か
、
市
の
事
業
に
対
す
る
国
や

県
か
ら
の
補
助
金
と
し
て
、
県
支
出
金
が

　

億
１
７
５
５
万
円
（
６
・
８�
）、
国
庫

１９支
出
金
が　

億
９
６
７
４
万
円
（
４
・
２

１１

�
）
の
収
入
が
あ
り
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
保
育
所
の
運
営
や
福
祉
医

療
費
な
ど
の
民
生
費
が　

億
２
７
０
６
万

５４

一
般
会
計
の
決
算
状
況

市
の
歳
出
総
額
は　

億
円

５１４
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 　　　　　　　　　　　　８億４,７５２万円
事業概要（市立）

�保育園数　　１４施設

�園児数（定員）　１,０００人（１,２０５人）

�保育士数　１４４人

　　　　　　　　　　　　１０億６,２０７万円
事業概要

�エコセンター恵那

　年間処理量　８,９８９�（可燃ごみ）

�恵南クリーンセンターあおぞら

　年間処理量　４,８０９�（可燃ごみ）

　　　　　　　　　　　　１１億５,２１６万円
事業概要

�音声告知器設置工事件数　４,７０２件

□幹線工事実施区域　３地域

　（岩村町、明智町、上矢作町）

 　　　　　　　　　　　　６億８,１８１万円
事業概要

�火災発生状況　発生件数４５件

（建物１５件、林野２件、車両９件、その他１９件）

�救急出動状況　出場件数１,８３２件

（急病１,１１２件、交通１９７件、その他５２３件）

主な事業

歳出総額　２６９億５,８２２万円

一般会計
（歳出）

総務費
１７.６％

民生費

２０.１％

公債費

１６.０％
衛生費

１２.３％

土木費

１２.２％
教育費

９.０％

その他

１２.８％

　市立保育園管理運営事業　ケーブルテレビ施設整備事業

　常備消防事業

　じん芥処理事業

円
で
歳
出
総
額
の　

・
１�
で
し
た
。
地

２０

域
振
興
基
金
積
立
金
や
ケ
ー
ブ
ル
テ
レ
ビ

施
設
整
備
費
を
含
む
総
務
費
は
、　

億
５

４７

６
５
１
万
円
（　

・
６�
）、
じ
ん
芥
処
理

１７

や
し
尿
処
理
の
経
費
を
含
む
衛
生
費
は
、

　

億
１
８
０
万
円
（　

・
３�
）、
教
育
費

３３

１２

　

億
７
５
２
６
万
円
（　

・
２�
）、
土
木

３２

１２

費　

億
３
０
５
３
万
円
（
９
・
０�
）
と

２４
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
借
金
の
返
済
で
あ
る
公
債
費
は
、

財
政
健
全
化
の
取
り
組
み
と
し
て
、
公
的

資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償
還
や
、
銀
行
等

借
入
金
の
繰
上
償
還
を
含
み
、　

億
２
１

４３

３
５
万
円
と
歳
出
総
額
の　

・
０�
を
占

１６

め
ま
し
た
。

平成１９年度

決算
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特
別
会
計
の
決
算
状
況

企
業
会
計
の
決
算
状
況

　

企
業
会
計
と
は
、
一
般
の
会
社
と
同
じ

よ
う
に
、
独
自
の
収
入
で
そ
の
経
費
を
賄

う
独
立
採
算
を
原
則
と
す
る
会
計
で
す
。

▼
収
益
的
収
支
＝
１
年
間
の
事
業
活
動
に

よ
り
得
ら
れ
る
収
益
と
費
用
を
表
し
た
も

の
で
す
。

▼
資
本
的
収
支
＝
１
年
間
に
支
出
し
た
施

設
の
経
費
と
、
そ
の
財
源
と
な
る
収
入
を

収
支
で
表
し
た
も
の
で
す
。

歳入歳出決算差引額歳　出歳　入

２億１,６７４万円５１億８,５２２万円５４億０,１９６万円国民健康保険
（事業勘定）

△２,０２３万円５億８,９７４万円５億６,９５１万円国民健康保険
（施設勘定）

△４,７３９万円５４億４,８１９万円５４億０,０８０万円老人保健医療

３,９４７万円３５億６,２９２万円３６億０,２３９万円介護保険
（事業勘定）

１,２６０万円４億０,５９４万円４億１,８５４万円（サービス事業勘定）

８８万円１７億２,２１３万円１７億２,３０１万円簡易水道

４万円２億４,７９１万円２億４,７９５万円農業集落排水

２２５万円６,２２９万円６,４５４万円駐車場

２４２万円１８億４,４６７万円１８億４,７０９万円公共下水道

８万円２７万円３５万円遠山財産区

３０４万円２,７６３万円３,０６７万円上財産区

２億０,９９０万円１９０億９,６９１万円１９３億０,６８１万円計

　

特
別
会
計
と
は
、
特
定
の
事
業
を
行
う

た
め
、
設
置
し
て
い
る
会
計
で
す
。
そ
の

事
業
収
入
（
歳
入
）
は
使
い
道
が
決
ま
っ

て
い
て
、
一
般
会
計
と
は
分
け
て
収
支
を

明
ら
か
に
す
る
た
め
、
特
別
に
経
理
を
し

て
い
ま
す
。

　

市
に
は　

の
特
別
会
計
が
あ
り
、
そ
れ

１０

ぞ
れ
の
会
計
で
、
国
民
健
康
保
険
の
事
業

勘
定
、
国
民
健
康
保
険
の
施
設
勘
定
（
診

療
所
や
歯
科
診
療
所
）、
老
人
保
健
医
療
、

　特別会計決算総括表

介
護
保
険
（
事
業
勘
定
と
サ
ー
ビ
ス
事
業

勘
定
）、
簡
易
水
道
、
農
業
集
落
排
水
、
駐

車
場
、
公
共
下
水
道
、
財
産
区
（
遠
山
・

上
）
の
事
業
を
進
め
ま
し
た
。

　水道事業会計

　介護老人保健施設事業会計 　病院事業会計

収益的収支決算

３３億６,３５７万円収入

３３億４,８４０万円支出

資本的収支決算

１億１,３８５万円収入

１億５,７３６万円支出

収益的収支決算

４億３,１１９万円収入

４億３,９４９万円支出

資本的収支決算

１,９８３万円収入

３,１５３万円支出

収益的収支決算

９億０,３５０万円収入

８億０,７１０万円支出

資本的収支決算

２億２,８９９万円収入

５億４,６６３万円支出

事業概要

給水件数 　 　　１０,７４８件
総配水量　　   ４,１９４,３９１�
１日平均配水量　１１,４６０�
１人１日平均使用量　３３１.１７�

□市立恵那病院
年間外来患者数　７０,０１４人
入院患者数　　　５３,２７０人
□国保上矢作病院
年間外来患者数　３４,７１８人
入院患者数　　　１９,２４５人

事業別利用者数

入所事業 　　　３１,７２１人
短期入所事業      １,９４５人
通所リハビリテーション　２,２０９人

　▲阿木川にある取水場

　▲介護老人保健施設ひまわり 　▲市立恵那病院
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経営健全化基準恵那市の数値会計名指標名
２０.０�―水道事業会計

資金不足比率

２０.０�―病院事業会計
２０.０�―介護老人保健施設事業会計
２０.０�―簡易水道事業特別会計
２０.０�―農業集落排水事業特別会計
２０.０�―公共下水道事業特別会計

財政再生基準早期健全化基準恵那市の数値指標名
２０.００�１２.６６�―実質赤字比率
４０.００�１７.６６�―連結実質赤字比率
３５.０�２５.０�１３.９�実質公債費比率

３５０.０�９５.０�将来負担比率

≪資金不足比率≫

≪健全化判断比率≫

特別会計に属する基金　　１７億０,３４０万円
８億８,５５１万円国民健康保険給付基金
３億１,９９５万円介護保険給付基金
１億７,７８０万円駐車場施設整備基金
１億２,３００万円下水道基金
１億１,５５１万円農業集落排水基金
　８,１６３万円その他

企業会計に属する基金 　　２億０,３６５万円
９,８３５万円減債積立金（水道事業）

１億０,５３０万円その他
定額の資金を運用する基金　１１億５,１３２万円

９億６,０２８万円土地開発基金
１億５,２０７万円奨学資金貸与基金
３,８９７万円その他

貯
金
（
基
金
）
の
状
況

借
金
（
市
債
）
の
状
況

　

市
の
借
金
の
年
度
末
現
在

高
は
、
昨
年
度
と
比
べ　

億
１０

３
６
０
８
万
円
の
減
額
と
な

り
ま
し
た
。

　

借
金
を
市
民
一
人
当
た
り

に
換
算
す
る
と
、
１
０
９
万

１
６
９
１
円
と
な
り
ま
す
。

（
平
成　

年
３
月　

日
現
在

２０

３１

人
口
５
６
１
３
３
人
）

□
総
額
は
６
１
２
億
７
９
８
８
万
円

市債の現在高  　６１２億７,９８８万円
３７６億６,６７０万円一般会計
１９３億８,２８５万円特別会計
４２億３,０３３万円企業会計

一般会計に属する基金　　　８０億３,４１７万円
２８億９,８１２万円財政調整基金
１４億０,８２７万円地域振興基金
９億５,１７６万円地域福祉基金
６億９,６８１万円公共施設整備基金
５億０,０５３万円市民のまちづくり基金
３億６,００３万円簡易水道経営安定化基金
３億５,２６８万円地域づくり基金
２億１,４８５万円人工透析施設整備基金
１億０,６２５万円シアタ－恵那関連基金
１億０,００１万円国際交流振興基金
８,８３５万円ふるさと創生基金

３億５,６５１万円その他

□
総
額
は
１
１
０
億
９
２
５
４
万
円

　

市
の
貯
金
は
、
昨
年
度
と
比
べ
１
億
２

６
６
万
円
の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

市
民
一
人
当
た
り
の
貯
金
が
、　

万
７

１９

６
１
２
円
あ
る
状
況
で
す
。

財
政
の
健
全
度
の
状
況

□
財
政
力
指
数　

０
・
５
３
９

　

市
の
財
政
力
（
体
力
）
を
示
す
指
数
で

す
。
こ
の
指
数
が
高
い
ほ
ど
、
税
収
な
ど

の
自
己
財
源
に
余
裕
が
あ
る
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

　

昨
年
度
の
０
・
５
１
３
か
ら
、
０
・
０

２
６
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
ま
し
た
。

□
経
常
収
支
比
率　
　

・
１
％

８９

　

市
の
財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
比
率

で
す
。
地
方
税
や
普
通
交
付
税
な
ど
毎
年

経
常
的
に
収
入
さ
れ
る
財
源
が
、
人
件
費

や
扶
助
費
、
公
債
費
な
ど
の
経
常
的
に
支

出
さ
れ
る
経
費
に
充
て
た
割
合
。
こ
の
指

数
が
高
い
ほ
ど
、
財
政
構
造
が
硬
直
化
し

て
、
新
し
い
事
業
に
一
般
財
源
を
充
て
る

こ
と
が
難
し
く
な
り
ま
す
。

　

昨
年
度
の　

・
６�
か
ら
、
１
・
５
ポ

９０

イ
ン
ト
改
善
し
ま
し
た
。

□
健
全
化
判
断
比
率
と
資
金
不
足
比
率

　

平
成　

年
４
月
１
日
に
一
部
施
行
さ
れ

２０

た
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に

関
す
る
法
律
」
に
よ
り
、
平
成　

年
度
決

１９

算
か
ら
、
実
質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤

字
比
率
、
実
質
公
債
費
比
率
、
将
来
負
担

比
率
の
４
つ
の
指
標
の
健
全
化
判
断
比
率

と
、
公
営
企
業
会
計
ご
と
に
、
資
金
不
足

比
率
を
算
定
し
、
監
査
委
員
の
審
査
、
議

会
へ
の
報
告
、
公
表
す
る
こ
と
が
義
務
付

け
ら
れ
ま
し
た
。

　

各
指
標
に
、
早
期
健
全
化
基
準
（
市
に

お
け
る
基
準
）
と
財
政
再
生
基
準
な
ど
を

設
定
。
算
定
し
た
比
率
が
各
基
準
値
を
超

え
る
と
、
早
期
で
は
財
政
健
全
化
計
画
を

策
定
し
、
自
主
的
な
改
善
努
力
に
よ
る
財

政
健
全
化
を
、
ま
た
財
政
再
生
基
準
を
超

え
る
と
、
財
政
再
生
計
画
を
策
定
し
、
国

な
ど
の
関
与
に
よ
る
確
実
な
再
生
が
図
ら

れ
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

▼
実
質
赤
字
比
率
＝
一
般
会
計
な
ど
の
実

質
赤
字
額
の
、
標
準
的
な
年
間
収
入
に
対

す
る
比
率
。
参
考
ま
で
に
市
の
黒
字
を
数

値
で
表
す
と
マ
イ
ナ
ス
６
・
９
３�
で
す
。

▼
連
結
実
質
赤
字
比
率
＝
一
般
会
計
な

ど
、
特
別
会
計
、
企
業
会
計
を
含
め
た
実

質
赤
字
額
の
、
標
準
的
な
年
間
収
入
に
対

す
る
比
率
。
参
考
ま
で
に
市
の
黒
字
を
数

値
で
表
す
と
マ
イ
ナ
ス　

・
８
８�
で
す
。

２０

▼
実
質
公
債
費
比
率
＝
標
準
的
な
年
間
収

入
が
、
一
般
会
計
の
負
担
す
る
借
金
な
ど

の
返
済
に
、
ど
の
く
ら
い
充
て
て
い
る
か

の
、
過
去
３
年
間
の
平
均
値
。
繰
上
償
還

な
ど
に
よ
り
、
昨
年
度
の　

・
２�
か
ら
、

１６

２
・
３
ポ
イ
ン
ト
改
善
し
ま
し
た
。

▼
将
来
負
担
比
率
＝
一
般
会
計
が
背
負
っ

て
い
る
借
金
な
ど
（
企
業
会
計
や
特
別
会

計
を
含
む
）
が
、
一
般
会
計
の
標
準
的
な

年
間
収
入
の
何
年
分
か
を
示
す
も
の
。
こ

れ
は
、
平
成　

年
度
決
算
か
ら
の
新
し
い

１９

指
標
で
す
。

▼
資
金
不
足
比
率
＝
公
営
企
業
ご
と
の
資

金
不
足
額
の
事
業
規
模
に
対
す
る
比
率
。

公
営
企
業
ご
と
に
算
出
し
ま
す
。

※実質赤字比率と連結実質赤字比率は黒字の場合「―」で表します。

※資金不足がない場合「―」で表します。

平成１９年度

決算
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バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
企
業
会
計
で

「
貸
借
対
照
表
」
と
い
わ
れ
る
も
の
で
す
。

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト

の
構
成
は
、
左
側
が

資
産
、
右
側
が
負
債

と
正
味
資
産
と
な
っ

て
お
り
、「
資
産
」
＝

「
負
債
」
＋
「
正
味
資

産
」
と
い
う
関
係
に

あ
り
ま
す
。

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
で
は
、
平
成　

年
３

２０

月　

日
現
在
で
、
整
備
し
た
建
物
や
土

３１
地
、
基
金
な
ど
、
ど
の
く
ら
い
の
資
産
が

市
に
蓄
積
さ
れ
て
い
る
か
、
ま
た
負
債

（
将
来
の
世
代
が
負
担
す
る
も
の
）が
ど
の

く
ら
い
あ
る
の
か
を
表
し
ま
す
。

　

正
味
資
産
と
は
、
学
校
や
道
路
な
ど
を

建
設
す
る
た
め
に
使
っ
た
お
金
の
う
ち
、

国
、
県
の
補
助
金
や
市
税
な
ど
が
財
源
と

な
っ
て
い
て
、
今
後
返
済
の
必
要
の
な
い

資
産
の
こ
と
を
示
し
て
い
ま
す
。

　

ま
た
営
利
を
目
的
と
し
な
い
市
の
バ
ラ

ン
ス
シ
ー
ト
で
は
「
資
本
」
と
い
う
考
え

は
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
民
間
企
業
で

い
う
「
資
本
」
は
「
正
味
資
産
」
と
表
現

し
、
今
ま
で
の
世
代
が
負
担
し
た
金
額
と

し
て
と
ら
え
て
い
ま
す
。

増減額金額資産の部

△８億４５百万円９８９億１０百万円

有形固定資産
学校や道路の建設、
土地購入などに使わ
れたお金の総額

（２億２５百万円）（２２０億２４百万円）（うち土地に関する
資産）

１億５９百万円９２億４６百万円

投資など
関係団体への出資金
や公共施設整備ほか
に蓄えているお金

△３億３６百万円５６億７８百万円

流動資産
現金や貯金、必要な
ときに現金化するこ
とができる積立金、
市税などの未収金

△１０億２２百万円１１３８億３４百万円合計

増減額金額負債の部

△６億４８百万円３８７億３９百万円

固定負債
借入金である地方債
（市債）や退職給与引当
金（全職員が年度末に
退職すると想定した場
合の退職手当相当額）
など、将来負担しなけ
ればならないもの

４６百万円３４億２７百万円
流動負債
翌年度償還予定の金額

△６億０２百万円４２１億６６百万円計

増減額金額正味資産の部

△７１百万円１０１億７１百万円国からの補助金

△５億８４百万円９１億８７百万円県からの補助金

２億３５百万円５２３億１０百万円
一般財源などの自主
資金

△４億２０百万円７１６億６８百万円計

△１０億２２百万円１１３８億３４百万円合計

※増減額は平成１８年度数値との比較により算出

平
成　

年
度
決
算
に
よ
る

１９

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
の
概
要

□
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
っ
て
何
？

=
正味資産

負　　債資　産

今まで世代が負担

将来世代が負担

市の財産

□
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
か
ら
分
か
る
こ
と

　

市
の
資
産
合
計
は
１
１
３
８
億
３
４
百

万
円
で
、
昨
年
度
に
比
べ　

億
２
２
百
万

１０

円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
資
産
の

う
ち
約　
�
の
４
２
１
億
６
６
百
万
円

３７

は
、
負
債
（
将
来
の
世
代
が
負
担
す
る
も

の
）
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

資
産
の
部
で
は
、
有
形
固
定
資
産
が
全

体
の
約　
�
を
占
め
て
い
ま
す
。
財
産
取

８７

得
に
つ
な
が
る
建
設
事
業
が
抑
制
さ
れ
た

こ
と
と
、
過
去
に
取
得
し
た
財
産
が
減
価

償
却
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
昨
年
度
に
比

べ
８
億
４
５
百
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し

た
。

　

分
野
別
で
み
る
と
、
土
木
費
、
教
育
費
、

農
林
水
産
業
費
の
順
に
資
産
が
多
く
、
こ

れ
ま
で
道
路
整
備
や
学
校
整
備
に
よ
り
、

多
く
の
資
産
を
取
得
し
て
き
た
こ
と
が
分

か
り
ま
す
。

　

負
債
の
部
で
は
、
合
計
で
６
億
２
百
万

円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
が
、
借
金
の
返

済
に
あ
た
る
流
動
負
債
は
、
４
６
百
万
円

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
将
来
の
世
代
に

大
き
な
負
担
と
な
ら
な
い
よ
う
、
計
画
的

な
借
入
と
、
返
済
を
行
っ
て
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。

　

ま
た
市
民
一
人
当
た
り
に
換
算
す
る

と
、
資
産
は
２
０
２
万
８
千
円
、
負
債
が

　

万
１
千
円
、
正
味
資
産
が
１
２
７
万
７

７５千
円
と
な
り
ま
す
。（
平
成　

年
３
月　

２０

３１

日
現
在　

人
口
５
６
１
３
３
人
）

　バランスシート （平成２０年３月３１日現在）
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歳出項目
増減額金額分類

△２４億４７百万円４９億５２百万円
人にかかるコスト
人件費、退職給与引当金など

△７９百万円９７億８１百万円
物にかかるコスト
電気料、修理など維持補修費、減価償却費など

３１百万円７３億３４百万円
移転支出的なコスト
高齢者や児童などへの手当（扶助費）、団体への補助金、特別会計への操
出金など

△１億４４百万円９億５５百万円
その他コスト
市債の利子、時効により納入されなかった税金（不能欠損金）など

△２６億３９百万円２３０億２２百万円行政コスト合計

収入項目
増減額金額分類

△１億２２百万円２１億４６百万円使用料・手数料など

１億９５百万円２１億２９百万円国、県からの支出金

△６億８１百万円１７７億２０百万円市税などの一般財源

△６億０８百万円２１９億９５百万円合計

※増減額は平成１８年度数値との比較により算出

□
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
か
ら
分
か
る
こ
と

□
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
っ
て
何
？

平
成　

年
度
決
算
に
よ
る

１９

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
概
要

　

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、
企
業
会
計
に

お
け
る
「
損
益
計
算
書
」
に
相
当
す
る
も

の
で
す
。

　

市
の
仕
事
に
は
、
高
齢
者
や
障
が
い
者

な
ど
に
対
す
る
助
成
や
支
援
費
な
ど
、
人

的
サ
ー
ビ
ス
や
給
付
サ
ー
ビ
ス
の
よ
う
な

資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い
行
政
サ
ー
ビ

ス
が
、
大
き
な
比
重
を
占
め
て
い
ま
す
。

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
が
資
産
や
負
債
の
状

況
を
表
す
の
に
対
し
、
行
政
コ
ス
ト
計
算

書
は
、
こ
の
よ
う
な
資
産
形
成
に
つ
な
が

ら
な
い
、
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た
コ
ス

ト
（
資
源
の
消
費
）
を
計
上
し
、
１
年
間

に
実
施
さ
れ
た
活
動
実
績
を
表
し
て
い
ま

す
。

　

行
政
コ
ス
ト
計
算
書
は
、
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
提
供
の
た
め
に
、
ど
の
く
ら
い
の
コ

ス
ト
が
掛
か
っ
た
か
把
握
す
る
こ
と
に
よ

り
、
コ
ス
ト
意
識
を
醸
成
し
、
行
政
の
効

率
性
や
合
理
化
を
検
討
す
る
た
め
の
、
有

効
な
情
報
と
い
え
ま
す
。

　

平
成　

年
度
の
市
の
行
政
サ
ー
ビ
ス
に

１９

掛
か
っ
た
コ
ス
ト
は
、
高
齢
者
や
児
童
な

ど
に
対
す
る
手
当
（
扶
助
費
）
や
、
特
別

会
計
へ
の
繰
出
金
の
増
に
よ
り
、
移
転
支

出
的
な
コ
ス
ト
で
３
１
百
万
円
の
増
額
と

な
り
ま
し
た
。

　

し
か
し
定
員
適
正
化
計
画
に
よ
る
職
員

数
の
削
減
で
、
人
に
掛
か
る
コ
ス
ト
の
減

な
ど
、
そ
の
ほ
か
の
分
野
で
減
額
と
な
っ

た
た
め
、
行
政
コ
ス
ト
の
総
額
で
は
２
３

０
億
２
２
百
万
円
と
、
昨
年
度
と
比
べ　
２６

億
３
９
百
万
円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

収
入
項
目
で
は
、
市
税
な
ど
の
一
般
財

源
や
、
使
用
料
、
手
数
料
な
ど
の
減
に
よ

り
、
昨
年
度
に
比
べ
総
額
で
６
億
８
百
万

円
の
減
額
と
な
り
ま
し
た
。

　

今
後
、
多
様
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
拡
大

や
、
少
子
高
齢
化
の
進
行
に
よ
る
福
祉
関

係
の
コ
ス
ト
の
増
加
が
考
え
ら
れ
る
中
、

財
政
状
況
は
厳
し
く
な
る
と
こ
と
が
予
想

さ
れ
ま
す
。
コ
ス
ト
削
減
に
努
め
る
と
と

も
に
少
子
化
対
策
や
企
業
誘
致
の
取
り
組

み
を
進
め
、
将
来
に
わ
た
る
安
定
し
た
財

源
を
確
保
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
行
政
コ
ス
ト
を
市
民
一
人
当
た
り

に
換
算
す
る
と
、
１
年
間
に　

万
円
の
コ

４１

ス
ト
が
掛
か
り
、
そ
れ
に
対
す
る
収
入
は

市
民
一
人
当
た
り　

万
２
千
円
と
な
り
ま

３９

す
。（
平
成　

年
３
月　

日
現
在　

人
口

２０

３１

５
６
１
３
３
人
）

（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで）　行政コスト計算書

平成１９年度平成１９年度

決算


